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代表取締役会長（CEO）

藤原　明
代表取締役社長（COO）

鴇田　勝彦

C  O  N  T  E  N  T  S

株主の皆様には益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は格別にご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

ここに第61期中間期（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）中間

報告書をお届けするにあたり、改めて日頃のご支援に深く感謝申し上げます。

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格高騰や米国サブプ

ライム問題の広がりなど、先行き不透明感が強まるなかで、企業収益の改

善を背景とした民間設備投資の増加や雇用情勢の改善、個人消費の持ち直

しが進み、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。

当社はグループ企業16社を擁し、液化石油ガス・都市ガスをはじめ情

報・通信、住宅、生活関連機器、セキュリティ・保険、並びに婚礼・催事、

船舶修繕に至るまで多岐にわたる事業を展開、リテールを主体に静岡県及

び関東一円で発展してまいりました。そして、「あしたへの夢、もっと素

敵に　エネルギー＆コミュニケーションのTOKAI」の企業スローガンの

もと、お客様とさまざまな生活の局面で密接な関連を持ちながら、より良

い商品、サービスの提供に全力を挙げて取り組んでおります。

液化石油ガス事業につきましては、環境に左右されない安定的で安全か

つ安価な供給を基本とし、その普及を通じ、お客様から信頼され愛され続

けるエネルギーとしてご満足いただけるよう一層の事業推進に努めており

ます。

情報通信事業につきましては、ADSLインターネット、FTTHインター

ネット、CATVインターネット、CATV-FTTHインターネット等の固定

通信サービス並びにモバイル通信サービスとCATV放送サービス及びソフ

ト開発、情報処理等の情報サービスとを機能的に関連づけながら展開して

いき、中期的に当企業集団のガス事業と並ぶ柱に育てていく方針であります。

住宅関連事業（設備・建築・不動産）につきましては、商品の提案力、

施工技術力の強化を図り、お客様の暮らしのニーズに即応した事業展開を

強力に推進しております。

当中間期の企業集団の業績につきましては、売上高708億55百万円（前

中間期比4.2％増）、営業利益7億25百万円（前中間期比27.1％減）となりま

したが、LPガス原料価格高騰に対応するためのコモディティ・スワップ

取引に係る先物運用益等により、営業外損益が前中間期比8億円改善した

結果、経常損失が前中間期比5億33百万円損失減の6億88百万円となりまし

た。特別損益においては固定資産除却損が減少しましたが、会計処理方法

の変更に伴ない過年度発生分の役員退職慰労引当金を計上、法人税等調整

額の負担増加もあって、中間純損失は25億4百万円（前中間期比6億22百万

円損失増）となりました。

通期の業績予想につきましては、売上高1,648億円（前期比6.4％増）、経

常利益51億90百万円（前期比8.9％増）となりますが、前期に計上しました

静岡駅前再開発補償金や関係会社株式売却益を当期は見込んでいないこ

と、税負担及び法人税等調整額の負担が増加すること等により、当期純利

益は2億10百万円（前期比93.9％減）となる見通しであります。

当社グループは、長期にわたり安定した経営基盤の確保と財務体質の強

化に努めるとともに、利益の配分については、業績や経済情勢を勘案し、

株主の皆様へ安定した利益還元をすることを政策の基本としております。

株主の皆様には、より一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成19年11月
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株主優待のご案内 

 

●株主優待証をご提示いただきますと、 
　次の割引が受けられます。 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

優待項目 

1.ガス機器・住宅設備機器 
1千株以上 
3千株以上 

摘　要 
有効期間内限度 

3千株以上 
有効期間内限度 

コンロ、炊飯器、湯沸器、暖房器、給湯器エアコン、システムキッチンなど 

………市価の15％割引 
………市価の20％割引 
…1回につき割引額30万円 

………標準工事価格の15％割引 
………標準工事価格の15％割引 

2.ホームセキュリティ工事 
1千株以上 
3千株以上 
 

3 .A D S L
1千株以上 

 

4 .ソフトバンク携帯電話 
1千株以上 

 

5 .ブ ケ 東 海 婚 礼  

1千株以上 

摘　要 ブケ東海沼津、ブケ東海三島、クレアシオンM（御殿場） 

浜松市中区砂山町 

割引券12枚 

割引券12枚 

………精算価格の5％割引 
………精算価格の10％割引 
…1回につき割引額15万円 

利用可能期間 ：平成19年12月31日まで 

6.中島屋ホテルチェーン婚礼 
1千株以上 

 

7 .ホ テ ル ブ ケ 東 海  

1千株以上 

摘　要 

8.ブ ケ 東 海  

1千株以上 
摘　要 

9.中島屋ホテルチェーン 

1千株以上 
摘　要 

 

新規加入時の月額利用料金につき最大
3ヶ月無料 

飲食代の10％割引 

当社グループにて新規並びにMNPで契
約頂いた方について、契約事務手数料
相当額（3,000円の郵便小為替）をキャ
ッシュバック 

宿泊料割引 
金・土・日・祝日 ─ 20％割引 
　　　　 平日 ─ 10％割引 

催物 15％割引 

レストラン 20％割引 

20年3月期業績予想・配当金

当期個別業績予想

売　 上 高 120,400百万円　（対前期比　　 7.6％増）
経 常 利 益 1,840百万円 （対前期比　128.6％増）
当 期 純 利 益 560百万円　（対前期比　 32.7％増）

配当金

1株当たりの年間配当金につきましては、19年9月
中間期に4円00銭、20年3月期末に4円00銭の合計8
円を予定しております。

当期連結業績予想

売　 上 高　 164,800百万円　（対前期比　 6.4％増）
経 常 利 益 5,190百万円　（対前期比　 8.9％増）
当 期 純 利 益　　　　210百万円 （対前期比　93.9％減）

流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
一年以内償還予定の社債
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
ガス熱量変更引当金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他 の 引 当 金
そ の 他
負 　 債 　 合 　 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
少 数 株 主 持 分
純 資 産 合 計
負債及び純資産合計

中間連結財務諸表の要旨

（負債の部）
83,194
9,716

58,837
680
258

1,216
12,486
53,931
11,914
36,397

818
868

1,125
48

2,758
137,126

12,230
14,004
8,516

△ 8,451
△ 1,838

330
330
―

5,519
18,080

155,206

84,392
10,475
60,891

500
184

1,078
11,262
54,880
10,784
39,259
1,147
1,098
―
75

2,515
139,273

10,835
14,004
8,813

△10,980
△1,002

658
635
22

4,119
15,613

154,886

中間連結貸借対照表 （単位：百万円） 中間連結損益計算書 （単位：百万円）

科　目
期　別 当中間期

平成19年
9月30日現在

前中間期
平成18年
9月30日現在

（純資産の部）

（資産の部）

53,203

6,887

18,500

3,560

11,666

12,880

△291

101,357

77,430

28,053

26,588

18,092

4,695

7,084

16,842

5,096

12,482

△736

645

155,206

57,315

9,353

16,575

4,663

13,520

13,471

△268

96,275

73,637

25,629

25,654

19,361

2,991

6,526

16,111

6,001

10,978

△868

1,294

154,886

科　目
期　別 当中間期

平成19年
9月30日現在

前中間期
平成18年
9月30日現在

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

資 産 合 計

70,855
47,269
23,585
22,860

725
1,169
2,583

688
192

1,741
2,237

132
△178

313
2,504

67,980
45,050
22,929
21,935

994
640

2,856
1,221

402
2,008
2,826

80
△1,621

595
1,882

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高

6,624

△8,643

△822

△2,840

9,380

6,540

5,863

△5,781

2,783

2,865

6,124

8,996

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 損 失
特 別 利 益
特 別 損 失
税金等調整前中間純損失
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

中 間 純 損 失

科　目
期　別

科　目
期　別

中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当中間期
平成19年
4月1日から
9月30日まで

前中間期
平成18年
4月1日から
9月30日まで

当中間期
平成19年
4月1日から
9月30日まで

前中間期
平成18年
4月1日から
9月30日まで

純資産
合計

少数株主
持分

平成19年3月31日残高
中間連結会計期間中の変動額
剰余金の配当
中間純損失
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の変動額（純額）
中間連結会計期間中の変動額合計
平成19年9月30日残高

14,004

―
14,004

8,516

―

―
8,516

△5,655

△291
△2,504

△2,796
△8,451

△1,642

△197
―

△196
△1,838

当中間連結会計期間
（平成19年4月1日から9月30日まで）

株主資本

資本金
15,223

△291
△2,504
△197
―

△2,992
12,230

539

△208
△208
330

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等

57

△57
△57
―

597

△266
△266
330

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

5,441

77
77

5,519

21,261

△291
△2,504
△197
―

△188
△3,181
18,080

中間連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

中間貸借対照表 （単位：百万円） 中間損益計算書 （単位：百万円）

流 動 資 産
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 資 産
資 産 合 計

流 動 負 債
固 定 負 債
負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計
負 債 及 び 純 資 産 合 計

（負債の部）

42,416
79,117
47,469
4,421

27,225
67

121,601

57,735
43,726

101,462

19,886
14,004
8,516
△796

△1,838
252

20,139
121,601

44,279
77,489
46,603
3,864

27,020
60

121,828

57,481
43,804

101,285

20,063
14,004
8,813

△1,752
△1,002

479
20,543

121,828

50,679

34,959

15,720

16,621

901

1,393

2,018

1,526

28

1,200

2,698

26

△1,114

1,610

49,633

34,387

15,245

16,032

787

809

2,245

2,223

153

1,966

4,035

26

△1,626

2,436

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間純損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 損 失

（資産の部）

科　目
期　別

科　目
期　別

当中間期
平成19年
4月1日から
9月30日まで

前中間期
平成18年
4月1日から
9月30日まで

当中間期
平成19年
9月30日現在

前中間期
平成18年
9月30日現在

（純資産の部）

中間個別財務諸表の要旨



液化石油ガス事業につきまして

は、記録的な猛暑による家庭用単

位消費量減少等の影響を受け、Ｌ

Ｐガスの販売量が減少したもの

の、需要家件数の増加に加え、高

値で推移した仕入価格の転嫁等も

あり、売上高が前年中間期を上回

りました。

都市ガス事業につきましては、

大口需要家の新規開拓による販売

量増加により、売上高も増加しました。

これらにより、当部門の売上高は、410億

43百万円（前年中間期比2.9％増）となりました。

通期売上高は、943億円（前期比7.8％増）

を見込んでおります。

ガス及び石油

■液化石油ガス・石油
（株）TOKAI
東海ガス（株）
東海造船運輸（株）
常陽ガス（株）
（有）すずき商会

■都市ガス
東海ガス（株）

■高圧ガス
（株）TOKAI
常陽ガス（株）

■セキュリティ
（株）TOKAI
モバイル・セキュリティ・トーカイ（株）
（株）システム東名

65

その他
バルブ事業につきましては、プラント市場が

世界的に活況を呈しており、これに伴うプラン

ト専業大手からの受注が好調に推移し、主力商

品である高温・高圧弁、一般弁共に販売量が増

加し、売上高が増加しました。

船舶修繕事業につきましては、鮪船の修繕工

事を中心に工事量が増加し、また、プラント工

事の増加や中古船の売却が発生したこと等によ

り、売上高が増加しました。

婚礼・催事事業につきましては、既存店舗に

おける婚礼施行組数の減少や静岡駅前紺屋町地

区再開発事業に伴う拠点の減少等により、売上

高が減少しました。

これらにより当部門の売上高は、36億25百

万円（前年中間期比14.0％増）となりました。

通期売上高は、95億円（前期比7.3％増）を

見込んでおります。

5.1%

ADSL・FTTHインターネット事業につきま

しては、市場ニーズに沿ったサービスメニュ

ーや付帯サービスの充実を図って新規顧客の

獲得を進めるとともに、ADSLから当企業集

団がISPを行うFTTHへの移行に取り組むなど

中止防止に努めた結果、顧客件数が前年中間

期比1万4千件増加して47万1千件となりまし

た。

CATV事業につきましても、放送及び通信

(CATV－FTTH含む）の顧客件数合計が前年中

間期比2万9千件増加して39万8千件となり

ました。

情報処理事業につきましては、前連結会計

年度に引続き、企業のICT（情報通信技術：

In f o rma t i o n a nd Commun i c a t i o n

Technology）関連投資の増加を背景に、シ

ステム開発案件が増加し、情報処理・運用事

業も自社ネットワークの拡張や積極的な営業

活動により、データセンターの稼働率が向上

しました。

これらに加え、モバイル事業の売上高が寄

与したことにより、当部門の売上高は、202

億71百万円（前年中間期比12.6％増）となり

ました。

通期売上高は、441億円（前期比9.6％増）

を見込んでおります。

■情報通信サービス
（株）TOKAI
（株）ビック東海
（株）いちはらコミュニティー・ネ
ットワーク・テレビ
厚木伊勢原ケーブルネットワー
ク（株）
熊谷ケーブルテレビ（株）
（株）イースト・コミュニケーショ
ンズ
（株）御殿場ケーブルメディア
東海ガス（株）
モバイル・セキュリティ・トーカイ（株）

情報及び通信サービス

■婚礼催事ホテル
（株）ブケ東海
（株）和栄
（株）トーカイメモリアルサービス

■船舶修繕
東海造船運輸（株）

■その他サービス
（株）TOKAI
東海ガス（株）
（株）ブケ東海

国土交通省によると、わが国の平成19年4月

～9月の新設住宅着工総戸数は、改正建築基準

法施行（6月20日）の影響もあって、7月以降

の総着工数が3ヶ月連続の前年割れとなるなど、

前年中間期比19.7％の減少となりました。

当企業集団の主な営業エリアである静岡県に

おいては、平成19年4月～9月の新設住宅着工

総戸数が前年中間期比1.4％増となりましたが、

8、9月の総着工数が大幅に前年同月を下回

りました。

このような状況下において、｢島田・ばらの丘

ニュータウン｣の分譲宅地販売が件数・売上高共

に前年中間期を下回り、前年中間期にあった大

型設備工事物件やマンション販売が無かったこ

と等から、当部門の売上高は、59億14百万円

（前年中間期比14.5％減）となりました。

通期売上高は、169億円（前期比7.4％減）

を見込んでおります。

57.9%

建築及び不動産

■建築・不動産
（株）TOKAI
島田リゾート（株）

部 門 別 売 上 高 構 成 比

8.4%

部 門 別 売 上 高 構 成 比

28.6%

部 門 別 売 上 高 構 成 比

TOKAIグループの営業概況

当社の液化石油ガス用途別販売数量 （単位：トン）

平成19年度
見通し

平成18年度
実　績

（注）用途別の「その他」は卸売業者等への販売であります。

増減 ％

部 門 別 売 上 高 構 成 比

家庭業務用 224,350 218,816 5,534 2.5

工　業　用 140,965 137,473 3,492 2.5

自 動 車 用 6,146 5,921 225 3.8

小　　　計 371,461 362,210 9,251 2.6

そ　の　他 17,617 19,677 △2,060 △10.5

合　　　計 389,078 381,887 7,191 1.9
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通信事業の一部譲渡

トピックス

当社は、平成20年4月1日を目処に当社が営む通信事業の一部を、当社連

結子会社である（株）ビック東海（JASDAQ・証券コード2306）に譲渡する

こととしました。

（株）ビック東海は、コンシューマー向けISPやキャリアサービスなどのコミ

ュニケーションサービス事業、CATV事業、情報処理やシステムインテグレ

ーションなどのシステムイノベーションサービス事業を事業の3本柱として

展開し、当社グループが行う情報通信事業の中核を担っております。

今回の事業譲渡により、（株）ビック東海への通信事業集約を進め、グループ

経営の効率を高めていきます。

譲渡の対象となる事業は、①現在、当社が行っているデータ伝送事業並び

に②同じく当社が行っているホールセール（ISP事業者への回線卸売）事業

を予定しております。

これに伴い、当社が保有する中継局舎内の伝送装置や、当社がNTT局舎内

に設置したホールセールに係る機器等についても同社に譲渡する予定です。

今後、譲渡対象資産を含めた事業価値に関する第三者評価などを鑑み、両

社協議の上譲渡価額を確定し、また、総務省やNTTなど関係先との協議を進

めて円滑に事業譲渡を行い、グループの発展につなげていきます。

TOKAIグループ　

アクア事業の開始

静　岡 

幹　　線 

伝送装置 

関　東 

静　岡 

幹　　線 

伝送装置 

関　東 

ＴＯＫＡＩグループ情報通信各社の役割（現状） 

ＴＯＫＡＩグループ情報通信各社の役割（事業譲渡後） 

ビック東海 TOKAI

ビック東海 TOKAI

ビック東海 

ビック東海 

ビック東海 

TOKAI

TOKAI ビック東海 

ビック東海 

ビック東海 TOKAI

ビック東海 

ビック東海 

ビック東海 

ビック東海 

TOKAI ビック東海 

ビック東海 

光ファイバー  
幹 線 投 資  

インターネット上位接続 

ホ ー ル セ ー ル  

I S P  

C A T V 放 送  

C A T V インターネット  

光ファイバー  
幹 線 投 資  

インターネット上位接続 

ホ ー ル セ ー ル  

I S P  

C A T V 放 送  

C A T V インターネット  

当社グループは平成19年11月から静岡県内において水の宅配事業を開始しました。配達スタッフがウォーターボトルをご家庭やオフィスまで

お届けし、専用のウォーターサーバーを利用して冷水と温水をいつでも楽しむことができます。

事業のコンセプトは、“エネルギー関連の一環として、富士山・北アルプスのおいしい湧水をたくさんのお客様にお届けする”ことです。

北アルプスに水源を持つ限りなく純水に近いまろやかな軟水を自社ブランドの『ピュア純水』としてOEM供給を受けて販売します。

また、平成20年1月からはバナジウムを含んだ天然水『朝霧のしずく』を、OEM供給を受けて販売する予定です。さらに、平成20年4月から

は自社で製造・販売していく計画です。

当社グループが培ってきた小口物流のノウハウと顧客基盤を活用して、直売事業の一環として推進し、収益の拡充を図っていきます。

ホームページアドレス http://aqua.tokai.jp

あしたへの夢、もっと素敵に エネルギー＆コミュニケーションのTOKAI

当社は、創業以来多角的に事業を展開し、現在ではグループ企業16社を

擁し、液化石油ガス・都市ガスをはじめ、情報・通信、住宅、生活関連機器、セ

キュリティ・保険、並びに婚礼・催事、船舶修繕にいたるまで、業容を拡大し、

リテールを主体に静岡県および関東一円で発展してまいりました。

「あしたへの夢、もっと素敵に　エネルギー＆コミュニケーションの

TOKAI」の企業スローガンのもと、より良い商品、サービスの提供に、全社一

丸となって業務に取り組んでおります。21世紀を迎え、TOKAIグループ各

社は「くらしを創造し、ハイテク化に挑戦する専門的パートナー集団」として

皆様の豊かな暮らしにお役に立てる企業であり続けたいと考えております。
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商　　　　　号 株式会社TOKAI

登　記　社　名 株式会社ザ・トーカイ

創　　　　　業 昭和25年12月23日

資　　本　　金 140億462万円

従　　業　　員 単体1,842名　連結3,453名

事 業　内　容 エネルギー事業（液化石油ガス、高圧ガス、石油製品）

情報通信事業（インターネット、モバイル）

住宅建築事業（住宅、設備機器、設備工事、建築、不動産）

セキュリティ事業、保険事業（生保、損保）

バルブ事業　他

主要取引銀行 株式会社静岡銀行、中央三井信託銀行株式会社

株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社清水銀行

役　　　　　員 代表取締役会長（CEO） 藤　　原　　　　　明
代表取締役社長（COO） 鴇 田 勝 彦
代表取締役東京本社代表 槇 田 　 堯
専　務　取　締　役 薮 崎 正 義
専　務　取　締　役 山 口 憲 祐
専　務　取　締　役 村 田 孝 文
常　務　取　締　役 高 橋 信 吾
常　務　取　締　役 真 室 孝 教
常　務　取　締　役 小 林 　 弘
常　務　取　締　役 西 野 直 樹
常　務　取　締　役 米 村 敬 之 助
取　　　締　　　役 河 口 　 譲
取　　　締　　　役 野 口 俊 一
取　　　締　　　役 服 部 芳 彦
取　　　締　　　役 水 野 幸 弘
取　　　締　　　役 渡 邊 一 明
取　　　締　　　役 櫻 井 末 廣
取　　　締　　　役 植 松 章 司
取　　　締　　　役 八 木 　 実
取　　　締　　　役 村 松 邦 美
取　　　締　　　役 早 川 博 己
取　　　締　　　役 西 郷 正 男
取　　　締　　　役 神 谷 聰 一 郎
常　勤　監　査　役 森 　 千 之
監　　　査　　　役 湯 木 興 郎
監　　　査　　　役 酒 井 公 夫
監　　　査　　　役 下 　 明

本 社
東 京 本 社
熱 海 支 店
沼 津 支 店
三 島 支 店
御 殿 場 支 店
富 士 支 店
富 士 宮 支 店
清 水 支 店
静 岡 支 店
焼 津 支 店
榛 原 支 店
中 遠 支 店
浜 松 支 店
浜 北 支 店
多 摩 支 店
横 浜 支 店
厚 木 支 店
相 模 原 支 店
湘 南 支 店
大 宮 支 店
熊 谷 支 店
川 越 支 店
川 口 支 店
所 沢 支 店
和 光 支 店
千 葉 支 店
松 戸 支 店
木 更 津 支 店
君 津 支 店
市 原 支 店
旭 支 店
大 原 支 店
高 崎 支 店
茨 城 支 店
土 浦 支 店
日 立 支 店
宇 都 宮 支 店
小 山 支 店
那 須 支 店
福 島 支 店
郡 山 支 店
バ ル ブ 事 業 部
コ ー ル セ ン タ ー
大 井 川 港 基 地

静岡市葵区常磐町2丁目6番地の8
東京都千代田区岩本町2の14の2
静岡県熱海市上多賀598の3
静岡県沼津市新沢田町2の21
静岡県三島市梅名315の1
静岡県御殿場市新橋249の1
静岡県富士市中島74の1
静岡県富士宮市万野原新田3551の1
静岡市清水区袖師町816の1
静岡市駿河区宮竹1の2の8
静岡県焼津市五ヶ堀之内363の1
静岡県榛原郡吉田町住吉1170の1
静岡県磐田市岩井1907の264
静岡県浜松市東区宮竹町506の1
静岡県浜松市浜北区高畑311
東京都武蔵村山市伊奈平2の92の2
横浜市戸塚区上矢部町2091
神奈川県厚木市酒井2138の2
神奈川県相模原市下九沢1676の2
神奈川県横須賀市内川1の8の10
さいたま市見沼区深作2の4の3
埼玉県熊谷市三ヶ尻3805の1
埼玉県川越市芳野台1の103の21
埼玉県川口市戸塚1の5の3
埼玉県所沢市中富1500の13
埼玉県和光市下新倉2の30の20
千葉県四街道市大日530の11
千葉県松戸市根木内77
千葉県木更津市椿字石田671
千葉県君津市人見1014の1
千葉県市原市五井南海岸44の1
千葉県旭市三川1977の1
千葉県いすみ市山田1185
群馬県佐波郡玉村町南玉835
茨城県小美玉市柴高735
茨城県土浦市虫掛3719の1
茨城県那珂市向山字笠松1263の1
栃木県宇都宮市川田町1080
栃木県小山市粟宮1155の1
栃木県那須塩原市上中野字東通り489の1
福島県二本松市向作田46の1
福島県郡山市安積4の114
静岡県庵原郡富士川町中之郷1450
静岡市葵区常磐町2丁目6番地の8
静岡県志太郡大井川町利右衛門2727の2

会社の概要（平成19年9月30日現在） 事業所一覧（平成19年9月30日現在）

あいおい損害保険株式会社
鈴与商事株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
株式会社みずほ銀行
株式会社静岡銀行
中央三井信託銀行株式会社
明治安田生命保険相互会社
アストモスエネルギー株式会社
日本生命保険相互会社
矢崎総業株式会社

株式の状況（平成19年9月30日現在）

北海道 
0.14%

東北 
0.04%

中国 
0.51%

四国 
0.17%九州 

0.15%

近畿 
2.04%

中部 
39.02%

関東 
56.60%

366,588株 

33,011株 

98,987株 

109,606株 41,004,173株 

28,271,269株 

1,478,428株 124,748株 

外国 
1.33% 
962,720株 

会社が発行する株式の総数 200,000,000株
発行済株式総数 75,750,394株
株主数 6,149名

（前期末比 57名減）
1単元の株式数 1,000株

金融機関 
32,964,217株 45.50% 

個人 
16,308,527株 22.51% 

法人その他 
23,176,786株 31.99%

1単元未満 
446,022株 0.62% 

1単元以上10単元未満 
6,850,203株 9.45% 

10単元以上100単元未満 
9,251,666株 12.77% 

100単元以上500単元未満 
10,691,628株 14.76% 

500単元以上 
45,210,011株 62.40%
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■地域別株式分布状況

■所有者別株式分布状況

■所有株式数別株式分布状況

■大株主

■株価チャート

※ 自己名義株式3,284,864株と証券保管振替機構名義の失念株式16,000株は、
所有株式数別株式分布状況から除かれております。

※ 自己名義株式3,284,864株と証券保管振替機構名義の失念株式16,000株は、
地域別株式分布状況から除かれております。

7,110
4,301
4,296
3,416
3,318
3,241
2,686
2,269
1,751
1,555

9.39
5.68
5.67
4.51
4.38
4.28
3.55
3.00
2.31
2.05

株　主　名
当社への出資状況

株 式 数
（千株）

出 資 比 率
（%）

※ 自己名義株式3,284,864株と証券保管振替機構名義の失念株式16,000株は、
所有株式数別株式分布状況から除かれております。※ 自己名義株式3,284,864株を除きます。


